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（別紙）

森林整備及び治山事業の予算確保を求める意見書

森林は国土の保全、水源のかん養、地球温暖化の防止などの公益的機能を有してお

り、また、木材の供給を通じて地域産業の活性化と雇用創出に寄与している。

平成３１年度からは、林業の成長産業化と森林資源の適切な管理の両立を図るた

め、新たな森林管理システムの導入や森林環境譲与税（仮称）の創設が予定されてい

る。

一方、近年、激甚な気象災害が頻発する傾向にあることから、土砂の流出・崩壊

防止などの公益的機能を維持・発揮させるため、山地災害の予防・復旧対策が重要で

ある。

このため、放置・所在不明によって荒廃している森林の整備を森林環境譲与税（仮

称）で充当されたとしても、日本の国土の約７割を占める森林を長期的、計画的に整

備を行うために必要な予算は大きく不足しており、下記のとおり強く要望する。

記

１ 森林整備事業予算を増額したうえで長期的、安定的に確保すること。

２ 事前防災・減災対策を含めた治山事業予算を増額すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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